
Ⅲ 制度運用の年度別推移 

１ 請求等の状況                                      （件） 

区分 

 

年度 

請求 

（申出） 
開示 

一 部 

開 示 
不開示 不存在 取下げ 

存否

応答

拒否 

補  正 

非応答 

制 度 

対象外 

権  利 

濫  用 

適 用 

除 外 

不 服 

申立て 

実 質 

公開率 

2017 

年度 

52,264 

(1,062) 

25,690 

(247) 

25,081 

(805) 

141 

(0) 

870 

(5) 

366 

(5) 

60 

(0) 

28 

(0) 

1 

(0) 

26 

(0) 

1 

(0) 
169 99.7% 

2018 

年度 

63,941 

(582) 

20,295 

(259) 

41,744 

(309) 

384 

(0) 

1,179 

(12) 

176 

(2) 

138 

(0) 

1 

(0) 

21 

(0) 

2 

(0) 

1 

(0) 
150 99.4% 

2019 

年度 

63,193 

(620) 

16,388 

(328) 

45,544 

(281) 

218 

(2) 

802 

(6) 

145 

(3) 

72 

(0) 

5 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

19 

(0) 
155 99.6% 

2020 

年度 

46,203 

(729) 

16,270 

(336) 

28,907 

(382) 

354 

(0) 

452 

(8) 

147 

(3) 

26 

(0) 

1 

(0) 

2 

(0) 

34 

(0) 

10 

(0) 
21 99.2% 

2021 

年度 

57,474 

(731) 

24,190 

(376) 

25,036 

(349) 

7,637 

(0) 

420 

(4) 

134 

(2) 

45 

(0) 

1 

(0) 

4 

(0) 

0 

(0) 

7 

(0) 
27 86.6% 

（注）1 （ ）内は、任意開示の件数を内数で示す。 

   2 「実質公開率」は、開示・一部開示件数の請求・申出件数（文書不存在、取下げ、存否応答拒否、補正非応答、

制度対象外、権利濫用及び適用除外を除く。）に対する割合を示す。 

     

     

２ 情報提供の状況                                （人） 

  区分 
 
年度 

相談・案内 資料閲覧 資料複写 有償頒布 計 

2017 年度 2,555 7,523 1,577 1,046 12,701 

2018 年度 2,312 7,334 1,449 1,015 12,110 

2019 年度 2,364 6,903 1,352 1,041 11,660 

2020 年度 2,166 6,329 1,621 1,035 11,151 

2021 年度 2,336 8,081 1,848 1,017 13,282 

（注） 「資料複写」については、セルフコピー機を導入しているため、職員が対応したもののみを利用者数とした。 

 

 

３ 行政資料の登録状況       （件） 

年  度 登 録 件 数 

2017 年度 2,628 

2018 年度 2,580 

2019 年度 2,670 

2020 年度 2,658 

2021 年度 2,708 

 

 

 

 

（備考） 

1 件数は、行政資料登録等システムにより登録された

平成 11 年度以降の行政資料の累計件数（ホームペー

ジ掲載の電磁的記録を含む。）を示す。 

2 登録件数は、月刊誌等の定期刊行物は1種類で1件

と数えている。 

3 前年度との差は、当年度に新規登録されたもの及び

廃棄されたものを含んでいる。 
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４ 情報公開制度の変遷 

年   月 概                  要 

昭和 61 年 3 月 「愛知県公文書公開条例」県議会で可決 

昭和 61 年 10 月 「愛知県公文書公開条例」施行 

平成 11 年 7 月 
「愛知県公文書公開条例の一部を改正する条例」県議会で可決 （請求権者

及び公開範囲の拡大、裁量的公開規定の創設） 

平成 11 年 8 月 
「愛知県公文書公開条例の一部を改正する条例」施行（請求権者及び公開

範囲の拡大、裁量的公開規定の創設） 

平成 11 年 8 月 
「公文書公開事務取扱要領」一部改正施行（写しの交付に係る費用を、１

枚につき30円→10円に改正） 

平成 11 年 11 月 愛知県公文書公開審査会が「条例の見直しについて」の意見書提出 

平成 12 年 3 月 「愛知県情報公開条例」県議会で議決 

平成 12 年 4 月 

「愛知県情報公開条例」の一部施行（公安委員会及び警察本部長に係る部

分、電磁的記録及び組織共用文書に係る部分並びに出資法人等の情報公開

に係る部分以外） 

平成 12 年 7 月 
「愛知県情報公開条例の一部を改正する条例」県議会で議決（議会が実施

機関に加わる。13年 4月 1日施行） 

平成 13 年 4 月 
「愛知県情報公開条例」の全面施行（電磁的記録及び組織共用文書に係る

部分並びに出資法人等の情報公開に係る部分） 

平成 13 年 4 月 県議会が実施機関となる（一部改正条例施行） 

平成 13 年 10 月 条例の一部改正（公安委員会不服申立て案件の審査会への諮問等）施行 

平成 13 年 10 月 公安委員会及び警察本部長が実施機関となる（知事規則） 

平成 14 年 4 月 条例の一部改正（独立行政法人等の情報公開法の制定に伴うもの）施行 

平成 14 年 3 月 
「審議会等の基本的取扱いに関する要綱」を総務部が制定（審議会等の会

議の公開は14年 10月 1日施行） 

平成 17 年 3 月 
行政文書ファイル検索システムの稼動（平成28年度からは行政文書ファイ

ル管理簿の一覧を県のウェブサイトに掲載） 

平成 17 年 4 月 
条例の一部改正（愛知県個人情報保護条例の全面改正を踏まえた規定の整

備、愛知県情報公開審査会の委員数の上限の引き上げ）施行 

平成 17 年 7 月 条例の一部改正（指定管理者の情報公開の推進に係るもの）施行 

平成 19 年 4 月 
条例の一部改正（県が設立した地方独立行政法人の実施機関化に係るもの）

施行 

平成 19 年 10 月 条例の一部改正（郵政民営化に伴う関係規定の整備に係るもの）施行 

平成 20 年 4 月 
「愛知県情報公開事務取扱要領」一部改正施行（写しの交付に係る費用の

額等の一部を改正） 

平成 22 年 4 月 「愛知県情報公開事務取扱要領」一部改正施行（開示請求書の補正に係る
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事務処理等を改正） 

平成 27 年 4 月 条例の一部改正（独立行政法人通則法の一部改正等に伴うもの）施行 

平成 28 年 4 月 条例の一部改正（行政不服審査法の全部改正に伴うもの）施行 

平成 29 年 4 月 
条例の一部改正（国家戦略特別区域法に規定する指定公立国際教育学校等

管理法人の情報公開の推進に係るもの）施行 

平成 29 年 10 月 
条例の一部改正（愛知県個人情報保護条例の一部改正条例による改正）施

行 

令和 2 年 4 月 条例の一部改正（適用除外の規定の整備に関するもの）施行 
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